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２００６年8月24日《No.16》
安倍氏「改憲を政治日程に」と発言
戦後の平和と民主主義が危ない！

小泉首相は「終戦記念日」の８月15日、靖国神社への参拝を強行しました。国公労連は同日、抗議の談話を発表しました（別掲）。
一方、改憲の動きが加速してきています。８月23日付の朝日新聞は「安倍官房長官は９月の自民党総裁選で憲法改正と教育改革を政権公約の柱に掲げる方針を決めた」と報道。安倍氏は、憲法「改正」を次期政権の最大の課題に位置づけるとしています。
また、安倍氏は集団的自衛権についても「現憲法のまま解釈変更で行使を容認できないか検討する考えも示した」（「毎日」８月23日付）、「自衛隊の海外での活動を円滑に進めるため、個々のケースごとに集団的自衛権の行使にあたるか否かを事前に判断する意向を固めた」（「読売」８月23日付）とふれています。
すでに国会には、改憲のための国民投票制度や国会での常設委員会設置などを盛り込んだ改憲手続き法案が提出されています。こうしたなかで、自民党総裁選の最有力候補とされる安倍氏が、改憲を「政治スケジュールにのせていく」と発言したことは重大です。いま、憲法や教育基本法を根幹として築かれてきた戦後の平和と民主主義体制が根底から脅かされようとしています。秋のたたかい強化が求められています。
小泉首相の靖国神社参拝に抗議する（書記長談話）
小泉純一郎首相は本日、国内外の多くの批判や抗議を無視し、首相就任後６回目の靖国神社参拝を強行した。過去の侵略戦争を反省し、不戦の誓いを新たにすべき８月15日に、この暴挙を行った小泉首相に私たちは強く抗議する。

靖国神社は戦前、天皇のために忠義を尽くして戦死した人々を「英霊」として合祀し、国民が侵略戦争によって戦死することを美化・正当化するという軍国主義の精神的支柱としての役割を果たした。戦後も、こうした立場から「Ａ級戦犯」を合祀するとともに、多くの犠牲者を生んだ侵略戦争を一貫して美化し、「正しい戦争」だと宣伝する役割を果たしている。小泉首相が、靖国神社への参拝を強行したことは、平和を求める日本国民、さらには、日本の侵略戦争の被害を受けたアジア国民やその諸国政府に挑戦するものであり、決して許されない暴挙である。
また、小泉首相は「（私人としての）内心の自由」を口実に靖国神社参拝の正当化をはかろうとしている。しかし、靖国神社はまぎれもない宗教団体であり、国の機関である首相の参拝が憲法の政教分離の原則に反する行為であることは誰の目にも明らかである。このことはすでに愛媛玉串料最高裁判決、岩手靖国訴訟仙台高裁判決、福岡靖国訴訟福岡地裁判決によって確認され、さらに、昨年９月30日の大阪高裁判決で明白に判示されている。

小泉首相は、自民党改憲案の作成など、戦後初めて憲法改悪にむけた具体的な道筋をつけただけではなく、有事法制の制定や自衛隊のイラク派兵など、憲法破壊を極限までおしすすめた。私たち国公労連は、憲法前文と憲法９条の明示する平和主義、さらには憲法の政教分離の原則を踏みにじり、憲法尊重義務にも違反し、アジア諸国民との信頼関係を破壊する小泉首相の靖国神社参拝を断じて許すことはできない。
私たちは、平和を希求する広範な日本国民やアジア諸国民との連帯を大いに強め、アメリカとも一体で「戦争できる国」づくりのためのあらゆる策動に断固反対し、とりくみを進める決意を表明する。

２００６年８月１５日

                                                  日本国家公務員労働組合連合会

                                                       書記長　 小田川　義和
▼情勢や、憲法、教育基本法改悪反対の運動について知りたい方は
国公労連
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九条の会

「九条の会 全国交流集会」に１５５０人
「九条の会」は６月10日、発足２周年を期して、初の「全国交流集会」を東京・日本青年館で開催し、1,550人が参加しました。全国で地域・分野別等で結成され現在5,174もの数に達している「九条の会」から、832の「会」代表が全体会と11の分散会で交流しました。
「東京司法九条の会」から３人参加
【東京司法九条の会発】
私たち裁判所職員とＯＢの「東京司法九条の会」も３名で参加し、分散会で以下のような発言をしました。
「私たちの会は、２月３日に憲法トーク＆憲法ライブ（渡辺治氏の講演と松元ヒロ氏のコント）と題した集まりをもって発足しました。松元氏の小泉首相の形態模写と憲法君（憲法条文を生きた形で表現する）のパフォーマンスは秀逸でした。昨今、立川自衛隊官舎ビラ撒き事件高裁判決などにみられるように、不当な判決も出されています。こうした集まりへの参加だけでなく、家庭や職場に憲法を生かす取り組みを強めることが大事な時に来ています。一人ひとりが歩く憲法君になって、この集会の勢いを職場や地域に持ち帰りましょう」
東京司法九条の会が「公開ライブ＆講演会」
「全国交流集会」の感動を胸に、東京司法九条の会は第２弾の企画として７月13日、「公開ライブ＆講演会」を東京都内で開催しました。
リズムにのったライブのあと、坂本修弁護士から「改憲を阻止し、憲法が輝く日本を！～『せめぎ合い』の到達点と勝利の展望をどこにみるか」と題して講演。アメリカ、財界、小泉内閣が何のために改憲・「壊憲」を狙っているのかを、自民党「新憲法草案」の問題点を指摘したうえで、「戦争する国」「弱肉強食の国」は、国民の自由と民主主義、人権を奪うことだと訴えました。「黙っていてはいけない！たたかうことで人類の未来の希望がみえる。いま職場など「身近な仲間」と対話をすることが最大の力！広範な仲間と連帯し、改憲反対の運動を大きくしよう」と呼びかけました。改憲阻止だけではなく「憲法が輝くもう一つの日本」をつくろうと、自由法曹団員として47年の自らの人生を振り返りつつ、熱い思いを語ってくれました。
「九条の会」からの訴え
①「九条の会」アピールに賛同し、思想・信条・政治的立場などの違いを超えた、本当に広範な人々が参加する「会」をつくり、過半数世論を結集しましょう。

②大小無数の学習会を開き、日本国憲法９条のすぐれた意義と改憲案の危険な内容を学び、多くの人びとの中に広げましょう。

　「九条の会」としては全国数カ所で「『九条の会』憲法セミナー」を開催します。

③ポスター、署名、意見広告等によるアピール、マスコミ等への手紙・電話・メール運動、地元の政治家や影響力をもつ人びとへの協力要請など、９条改憲反対のひとりひとりの意思をさまざまな形で表明しながら、「会」の仲間を増やしましょう。

④“９条守れ”の世論を大きく広げるため、「会」を全国の市区町村・丁目・学区、職場・学園に網の目のようにつくり、相互のネットワークを強めて情報や経験を交流し、協力しあいましょう。その成果を来年の第２回全国交流集会にもちよりましょう。

　　　　　　　　2006年６月10日
『交流集会報告集』を発行しました！
　◆収録内容

▽全体会　よびかけ人挨拶（三木睦子、鶴見俊輔、澤地久枝、加藤周一、小田実、大江健三郎）
新潟・阿賀野／千葉・小金原／沖縄・大学人／大阪・夕陽丘高校／神奈川・横須賀の報告

▽分散会　11分散会司会者のまとめ、245人の発言要旨

▽「九条の会」からの訴え、各地・各分野の会の結成状況

　◆体裁　Ｂ５判　116頁

　◆定価　1,000円（10部以上８掛、50部以上ご活用の場合は九条の会事務局にご相談ください）
全体会の「ビデオ／ＤＶＤ」は１３００円です（共に送料別）。
申し込みは九条の会へ。東京都千代田区西神田2-5-7 神田中央ビル303号　℡03-3221-5075
「九条の会」ニュース　　　　　　　　　http://www.9-jo.jp/news_list/index.html
「九条の会」メールマガジン申し込みは　http://www.9-jo.jp/　　
国公退職者九条の会

３６８７人に広がった賛同の輪
「九条の会」に賛同する国公退職者の会 － 安 部　昭 雄
【「九条の会全国交流集会報告集」より転載】
「国公退職者九条の会」は、「長年にわたり、『憲法尊重擁護の義務』を持ち、『憲法を職場と行政に生かす』ことを国公産別運動の基本にすえてたたかってきた国公労働者として、憲法九条『改悪』を中心にした日本を『戦争する国』への転換を許すわけにはいかない」との思いから、国公役職員ＯＢ・退職者が集い、０５年４月７日、85人の「よびかけ人」と177人の賛同を得て発足しました。
この１年余の間、２回の「交流集会・記念講演会」を開催したほか、「ニュース」を発行し、「九条の会」のアピールへの「賛同署名」のとりくみをすすめてきました。現在、賛同署名者は全国各地で3,687人と広がっています。「国公退職者九条の会」は、現役国公労働者と相呼応し、日本国憲法を守るという１点で共同し、憲法擁護の歴史的大運動の一翼を担って奮闘する決意を固めあっています。
（※７月３０日現在　「賛同署名」は3,899人になりました）
今後の予定

■ 教育基本法改悪法案を廃案に！憲法・教育基本法を守り生かそう「８・２６学習決起集会」
◇ 日　時
８月26日（土）　午後１時～午後４時
◇ 会 場
全労連会館２階ホール

◇ 内 容
① 講演「教育の本質と教育基本法」　堀尾輝久（東大名誉教授）



② 講演「憲法と教育基本法」　五十嵐仁（法大大原社会問題研究所教授）
◇ 主 催
教育基本法改悪を許さない各界連絡会


教育基本法全国ネットワーク
■ 国民投票法案阻止、憲法闘争の飛躍をめざす「第４回全国交流決起集会」
◇ 日 時
9月2日（土）　午前11時～午後4時半
◇ 会 場
銀座ブロッサム(中央区民会館)
◇ 内 容
①国会報告　②基調報告　③「国民投票法案の危険な内容を読み解く」
　

④特別報告　⑤討論　⑥討論のまとめ
　◇ 主 催
憲法改悪反対共同センター
· さまざまなとりくみ（署名行動や学習会など）のメール通信やＦＡＸをお寄せください　　　
以　上

